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(57)【要約】
【課題】半導体装置の製造の検査工程で得られた構造が
管理スペックから離れている場合でも、イオン注入工程
において、補正することにより、最終的な電気特性のば
らつきをウェハ面内で抑制でき、製品歩留まりを向上す
ることが可能な半導体装置の製造システムと製造方法を
提供する。
【解決手段】測定装置２１，２２は、ウェハに形成され
た複数のゲート電極のゲート長を測定する。演算装置３
４は、測定装置により測定されたゲート長のウェハ面内
の分布に基づき、ウェハ面内における閾値電圧を均一化
するためのイオン注入のドーズ量のデータを演算する。
イオン注入装置１５は、前記演算装置により演算された
ドーズ量のデータに基づき、前記ウェハにイオンを注入
する。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ウェハに形成された複数のゲート電極のゲート長を測定する測定装置と、
　前記測定装置により測定されたゲート長のウェハ面内の分布に基づき、ウェハ面内にお
ける閾値電圧を均一化するためのイオン注入のドーズ量のデータを演算する演算装置と、
　前記演算装置により演算されたドーズ量のデータに基づき、前記ウェハにイオンを注入
するイオン注入装置と
　を具備することを特徴とする半導体装置の製造システム。
【請求項２】
　ウェハに形成された複数のゲート電極のゲート幅を測定する測定装置と、
　前記測定装置により測定されたゲート幅のウェハ面内の分布に基づき、ウェハ面内にお
ける閾値電圧を均一化するためのイオン注入のドーズ量のデータを演算する演算装置と、
　前記演算装置により演算されたドーズ量のデータに基づき、前記ウェハにイオンを注入
するイオン注入装置と
　を具備することを特徴とする半導体装置の製造システム。
【請求項３】
　イオン注入装置は、枚葉式でビーム走査によりイオン注入できるポケットイオン注入工
程であることを特徴とする請求項１又は２記載の半導体装置の製造システム。
【請求項４】
　前記演算装置は、前記ゲート幅の平均値を求め、この平均値に基づきドーズ量を演算す
ることを特徴とする請求項２記載の半導体装置の製造システム。
【請求項５】
　ウェハに形成された複数のゲート電極のゲート幅とゲート長の一方を測定し、
　前記測定されたゲート幅とゲート長の一方のウェハ面内の分布に基づき、ウェハ面内に
おける閾値電圧を均一化するためのイオン注入のドーズ量のデータを演算し、
　前記演算されたドーズ量のデータに基づき、前記ウェハにイオンを注入するイオン注入
することを特徴とする半導体装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば半導体製造システムに係わり、特にイオン注入工程を制御する半導体
装置の製造システムと製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、半導体装置の製造工程において、例えばトランジスタのゲート長や、イオン注入
におけるドーズ量のばらつき制御は様々な取り組みがなされている。また、素子の電気特
性のウェハ間のばらつきや、ロット間のばらつきなどを低減するため、多大な努力が払わ
れている。中でもウェハ面内のばらつきについては、様々な処理工程ごとで電気特性の面
内均一性を向上させてきた。しかし、未だに最終段階でのばらつき幅が大きく、この抑制
が望まれている。特に、近年使用されている、直径が３００ｍｍのウェハの場合、２００
ｍｍのウェハに比べて、より一層、電気特性の面内均一性の向上が求められている。
【０００３】
　例えばイオン注入に関して、ウェハ面内の分布情報として先に作成されたトランジスタ
の閾値電圧の情報が演算部に入力され、この演算部はイオン注入量に対する閾値電圧の変
化率と閾値電圧情報を用いて各チップ間の閾値電圧のばらつきが減少するように標準処理
条件に対するチップ毎の補正係数を算出し、制御部が標準処理条件に補正係数を乗じたイ
オン注入量をもとめ、このイオン注入量に応じて各領域にイオンを注入することが開発さ
れている（例えば特許文献１参照）。しかし、この方法によっても十分な面内均一性を確
保することが困難であった。
【特許文献１】特開２００５－３１０６３４号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、半導体装置の製造の検査工程で得られた構造が管理スペックから離れている
場合でも、イオン注入工程において、補正することにより、最終的な電気特性のばらつき
をウェハ面内で抑制でき、製品歩留まりを向上することが可能な半導体装置の製造システ
ムと製造方法を提供しようとするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の半導体装置の製造システムの第１の態様は、ウェハに形成された複数のゲート
電極のゲート長を測定する測定装置と、前記測定装置により測定されたゲート長のウェハ
面内の分布に基づき、ウェハ面内における閾値電圧を均一化するためのイオン注入のドー
ズ量のデータを演算する演算装置と、前記演算装置により演算されたドーズ量のデータに
基づき、前記ウェハにイオンを注入するイオン注入装置とを具備することを特徴とする。
【０００６】
　本発明の半導体装置の製造システムの第２の態様は、ウェハに形成された複数のゲート
電極のゲート幅を測定する測定装置と、前記測定装置により測定されたゲート幅のウェハ
面内の分布に基づき、ウェハ面内における閾値電圧を均一化するためのイオン注入のドー
ズ量のデータを演算する演算装置と、前記演算装置により演算されたドーズ量のデータに
基づき、前記ウェハにイオンを注入するイオン注入装置とを具備することを特徴とする。
【０００７】
　本発明の半導体装置の製造方法の態様は、ウェハに形成された複数のゲート電極のゲー
ト幅とゲート長の一方を測定し、前記測定されたゲート幅とゲート長の一方のウェハ面内
の分布に基づき、ウェハ面内における閾値電圧を均一化するためのイオン注入のドーズ量
のデータを演算し、前記演算されたドーズ量のデータに基づき、前記ウェハにイオンを注
入するイオン注入することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、半導体装置の製造の検査工程で得られた構造が管理スペックから離れ
ている場合でも、イオン注入工程において、補正することにより、最終的な電気特性のば
らつきをウェハ面内で抑制でき、製品歩留まりを向上することが可能な半導体装置の製造
システムと製造方法を提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照して説明する。
【００１０】
（第１の実施形態）
　図２は、本実施形態が適用される半導体装置の製造システムを示している。この製造シ
ステムは、例えば製造ラインで用いられ、半導体デバイスの加工、製造に関わる第１の装
置群１０、及び検査、測定、搬送などに関わる第２の装置群２０、これら第１、第２の装
置群１０、２０と双方向に製品名、ロット、ウェハ、レシピ情報や測定データなどの通信
を行うことができる生産管理用計算機３０により構成されている。
【００１１】
　半導体デバイスの加工、製造に関わる第１の装置群１０は、例えばウェハ上に薄膜を堆
積する例えばＣＶＤ装置などからなる薄膜堆積装置１１、レジストを露光する露光装置１
２、形成された膜を熱処理するアニール装置１３、ウェハ表面を洗浄する洗浄装置１４、
ウェハ内にイオンを注入するイオン注入装置１５、膜をエッチングするエッチング装置１
６、及び膜を酸化する酸化装置１７などにより構成されている。検査、測定、搬送などに
関わる装置群２０は、例えば寸法ＳＥＭ（走査型電子顕微鏡）を含む検査装置２１、スキ
ャトロメトリ装置を含む測定装置２２、及び搬送装置２３により構成されている。



(4) JP 2009-99857 A 2009.5.7

10

20

30

40

50

【００１２】
　生産管理用計算機３０は、例えば入出力機器及びシステム３１、生産管理システム３２
、データ管理システム３３、データ演算システム３４、記憶装置３５により構成されてい
る。入出力機器及びシステム３１は、第１、第２の装置群１０、２０と情報交換を行う機
能を有している。通信プロトコルやデータフォーマットの変更も自動的に行うことができ
る。生産管理システム３２は、半導体装置の生産全体を指揮するシステムであり、例えば
製品の管理規定や各種データを管理する。すなわち、生産管理システム３２は、常に全て
の製品、ロットやウェハが、どの工程、装置に存在し、どのようなレシピで処理されてい
るかをモニタし、コントロールする機能を有している。データ管理システム３３は、送受
信したデータを例えばハードディスク装置など記録装置３５に格納し、管理する機能を有
している。記憶装置３５に格納されたデータは、インデックス情報が自動的に割り振られ
、容易に参照することができる。データ演算システム３４は、データ管理システム３３を
通じて記録装置に格納された過去や現在のデータを参照することができる。さらに、デー
タ演算システム３４は、後述するように、例えばゲート長やゲート幅のデータに基づき、
ソース・ドレイン領域に注入されるイオンのドーズ量のデータを演算する。この演算結果
は、データ管理システム３３を通じて、生産管理システム３２に送信される。生産管理シ
ステム３２は、データ演算システム３４から送られたデータに基づいて、レシピ情報の変
更などの処理を自動的に行う。
【００１３】
　測定装置２２の１つであるスキャトロメトリ装置は、半導体装置に形成された周期的な
パターンに光を照射し、パターンからの反射による偏光状態の変化を測定し、この測定波
形と光学モデルより得られた理論波形とを比較することにより、パターンの幅、高さ、角
度などの形状情報を同定することができる装置である。
【００１４】
　スキャトロメトリ装置を用いることにより、ゲート電極の最上部の幅、底部の幅、中央
部の幅、ゲート電極下部（裾部）の曲率半径、ゲート電極下部側壁（裾部）の角度、ゲー
ト加工の際に生じたシリコン基板の掘れ量、ゲート電極の高さ方向中央部から下部までの
高さ（裾部の高さ）、及びゲート電極の高さ方向中央部から上部までの高さ、電極の側壁
に形成されるオフセット膜の厚さ、オフセット膜を加工する際に生じたシリコン基板の掘
れ量、側壁絶縁膜の厚さ、側壁絶縁膜の加工の際に生じたシリコン基板の掘れ量などを、
非破壊、非接触で測定することができる。このように、スキャトロメトリ装置によれば、
ゲート電極の底部の幅や、微小なシリコン基板の掘れ量、ゲート電極のくびれ度合い、オ
フセット膜の厚さなど、破壊しなければ分からなかった情報でさえも測定できる。また、
測定に要する時間も数秒程度と短時間である。このため、ウェハ面内の複数の領域に対し
て測定しても大きな時間のロスを生じない。さらに、寸法測定精度は、±１ｎｍ程度であ
り、６５ｎｍ世代のトランジスタのゲート長４０ｎｍに比べて、十分な精度がある。
【００１５】
　図１は、本発明の実施形態を示すものであり、図２に示す半導体装置の製造システムの
動作を示している。
【００１６】
　図２に示す第１の装置群１０を用いて、ウェハ上に半導体デバイスとしての例えばトラ
ンジスタのゲート電極が製造される（Ｓ１）。次いで、トランジスタの閾値電圧に大きな
影響を及ぼすゲート長が、第２の装置群２０を構成する検査装置２１や測定装置２２によ
り測定される（Ｓ２、Ｓ３）。すなわち、寸法ＳＥＭやスキャトロメトリ装置などを用い
てゲート長が測定される。この測定データは、生産管理計算機３０の入出力機器及びシス
テムを介して生産管理システム３２に保存される（Ｓ４）。
【００１７】
　ゲート長の測定は、ウェハ内の全チップを測定してもよいが、代表的な数箇所のゲート
長のみを測定してもよい。ウェハ内のトランジスタのゲート長は、ウェハ面内の位置によ
り異なることが知られている。すなわち、ゲート長はウェハ面内における位置の依存性を
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有している。このため、数箇所のみを測定する場合、ウェハ面内における位置の依存性を
示すフィッティング関数により、測定していない位置のデータを予測する必要がある。具
体的には、例えばデータ演算システム３４によりフィッティング関数を用いて、測定され
たゲート長のデータが演算され、非測定点のゲート長データが補間される（Ｓ５）。この
ようにして、実測もしくは予測されたウェハ面内のゲート長データが求められる。
【００１８】
　この後、ウェハ面内のゲート長データに基づき、ポケットイオン注入において、どの程
度のドーズ量に調整すれば、所望の閾値電圧が得られるか、計算式に基づいて、ウェハ面
内のドーズ量データが作成される（Ｓ６）。すなわち、ドーズ量ｄｏｓｅは、次式に示す
ように、例えばゲート長Ｌgateの関数として求めることができる。
【００１９】
　ｄｏｓｅ＝ｆ（Ｌgate）
この演算式に基づき、例えばデータ演算システム３４は、生産管理システム３２に記憶さ
れたゲート長のデータや、ゲート酸化膜厚のデータに基づき、ドーズ量が演算される。こ
の演算は、ウェハ面内に形成された各ゲート毎に行われる。したがって、この演算結果は
、ドーズ量のウェハ面内の分布データとなる。このデータは、例えば生産管理システム３
２に記憶される。
【００２０】
　図３は、ゲート長と閾値電圧の関係を示している。図３に実線で示すように、何らかの
原因でトランジスタのゲート長が短くなった場合、閾値電圧がスペック以下に低下するこ
とがある。このように、ゲート長が短いトランジスタを含むチップを救済するためには、
ポケットイオン注入のドーズ量を増加させることで、図３に破線で示すように、閾値電圧
をスペック内に上げる必要がある。上記演算式は、測定されたゲート長に応じて、ドーズ
量のデータを演算する。尚、ドーズ量のデータは、ゲート長に基づいて演算したが、これ
に限らず、例えば次式のように、ゲート長Ｌgateやゲート酸化膜厚Ｔoxなど、複数のパラ
メータを用いて演算することも可能である。
【００２１】
　ｄｏｓｅ＝ｆ（Ｌgate, Ｔox, …）
　次いで、上記求められたドーズ量のデータ、すなわち、ウェハ面内のポケットイオン注
入量のデータが、第１の装置群１０のイオン注入装置１５に供給される（Ｓ７）。イオン
注入装置１５は、供給されたドーズ量のデータに従ってウェハに対するイオン注入を制御
する（Ｓ８）。このイオン注入装置１５は、枚葉式でイオンビームをウェハに対して走査
することによりイオンを注入する。つまり、イオン注入装置１５は、ドーズ量のウェハ面
内の分布データに従って、ビームの走査速度、すなわち、ドーズ量を制御し、各ゲートに
応じたポケットイオン注入を行う。
【００２２】
　図４は、ゲート長の分布に対応した予想閾値電圧の分布を示す図であり、例えばウェハ
外周でのゲート長が、ウェハ中央部でのゲート長より細く仕上がってしまった場合を示し
ている。
【００２３】
　図５は、図４に示すゲート長の分布に対応した予想閾値電圧の分布を示している。図４
に示すゲート長の分布の場合、予想される閾値電圧は、図５に示すように、ウェハ外周の
みで許容範囲以下となる。
【００２４】
　図６は、図４に示す閾値電圧の分布を補正するためのドーズ量の分布を示している。図
４に示す閾値電圧の分布を補正するには、図６に示すように、ウェハ外周部におけるポケ
ットイオン注入のドーズ量をウェハ中央部より増加し、ウェハ外周部の閾値電圧を上昇さ
せる必要がある。すなわち、ポケットイオン注入時のビーム走査速度をウェハ中央部より
ウェハ外周部において遅くし、ウェハ中央部よりウェハ外周部においてポケットドーズ量
を増加させる。このようにすることで、図７に示すように、ウェハ面内で均一な閾値電圧
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分布を得ることができる。
【００２５】
　図８、図９はポケットイオン注入時のビーム走査の例を示している。図８、図９は、走
査ラインＡ～Ｇを示しているが、これに限定されるものではなく、走査ライン数は任意に
設定可能である。走査ライン上で、ウェハの位置に応じてビームの走査速度を変更するこ
とにより、ドーズ量を制御する。
【００２６】
　図８、図９は、ウェハの中央部に対して外周部のドーズ量が対称である例を示している
。しかし、これに限定されるものではない。
【００２７】
　図１０は、ウェハの中央部から変異した位置に短いゲート長が多く分布し、これと反対
側に長いゲート長が多く分布している場合を示している。すなわち、矢印で示すように、
ウェハの図示下方から左上方に向かって短いゲート長が多く分布している。
【００２８】
　図１０に示すようなウェハ面内のゲート長データが得られた場合、図１１に示すような
ポケットイオン注入ドーズ量にすればよい。すなわち、矢印で示すように、ウェハの図示
下方から左上方に向かって次第にドーズ量を増加すればよい。イオン注入装置１５のビー
ム走査によるドーズ量の変化は、ウェハ面内の任意の位置で制御することができる。
【００２９】
　尚、上記演算式の精度は、実デバイスにより検証しておくことが必要である。したがっ
て、予め別ロットにて、例えば上記ステップＳ１～Ｓ８の動作を行い、実デバイスとの整
合を十分に得ておく必要がある。
【００３０】
　この後、ポケットイオン注入が行われたウェハに対して、次の製造プロセスが実行され
る（Ｓ９）。
【００３１】
　上記第１の実施形態によれば、製造ラインにおいて、ウェハ上にゲート電極を形成し、
この形成されたゲート電極のゲート長を測定して、ウェハ面内におけるゲート長の分布を
求め、この測定されたゲート長のデータに基づき、ポケットイオン注入におけるドーズ量
を演算し、この演算されたドーズ量に従って、ウェハ面内にイオンを注入している。この
ため、ゲート電極の製造工程において、ウェハ面内において、ゲート長にばらつきが発生
した場合においても、ポケットイオン注入におけるドーズ量を制御することにより、ウェ
ハ面内における閾値電圧を均一化することができる。したがって、最終的な閾値電圧のば
らつきを抑制することができ、歩留まりを向上することができる。
【００３２】
　しかも、ゲート長の測定、ドーズ量の演算は、ウェハがゲート電極の製造工程からイオ
ン注入工程に搬送される間に並行して行うことができ、ドーズ量の演算結果をイオン注入
装置１５に供給することにより、イオン注入装置１５に搬送されたウェハに対してポケッ
トイオン注入を実施することができる。すなわち、ゲート長の測定結果から得たドーズ量
の演算結果をポケットイオン注入工程にフィードフォワードすることにより、ウェハ面内
における閾値電圧を均一化することができる。このため、製造時間の増大を防止して歩留
まりを向上できる。
【００３３】
（第２の実施形態）
　上記第１の実施形態は、ウェハ面内におけるゲート長を測定し、測定したゲート長のウ
ェハ面内のばらつきに応じてポケットイオン注入のドーズ量を制御した。これに対して、
第２の実施形態は、ウェハ面内におけるゲート幅を測定し、測定したゲート幅の平均値に
基づきポケットイオン注入のドーズ量を制御する。第２の実施形態において、半導体装置
の製造システムの構成は、第１の実施形態と同様である。
【００３４】
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　図１２は、第２の実施形態の動作を示している。図１２を参照して第２の実施形態の動
作について説明する。
【００３５】
　図２に示す第１の装置群１０を用いて、ウェハ上に半導体デバイスとしての例えばトラ
ンジスタのゲート電極が製造される（Ｓ２１）。次いで、トランジスタのゲート幅が、第
２の装置群２０を構成する検査装置２１や測定装置２２により測定される（Ｓ２２、Ｓ２
３）。すなわち、寸法ＳＥＭやスキャトロメトリ装置などを用いてゲート幅が測定される
。この測定データは、生産管理計算機３０の入出力機器及びシステムを介して生産管理シ
ステム３２に保存される（Ｓ２４）。
【００３６】
　ゲート幅の測定は、ウェハ内の全チップを測定してもよいが、代表的な数箇所のゲート
幅のみを測定してもよい。数箇所のみを測定する場合、ウェハ面内における位置の依存性
を示すフィッティング関数により、非測定点のゲート幅データが補間すればよい。
【００３７】
　この後、例えばデータ演算システム３４により、ウェハ面内のゲート幅より後のポケッ
トイオン注入工程におけるドーズ量が演算される（Ｓ２５）。この演算結果は生産管理シ
ステム３２に保存される。
【００３８】
　図１３は、ステップＳ２２において測定されたウェハ面内のゲート幅の分布を示し、図
１４は、図１３に示すゲート幅の分布に対応して予想されるウェハ面内の閾値電圧の分布
を示している。ゲート幅と閾値電圧の関係は、ゲート長と閾値電圧の関係と類似している
。このため、図１４に示す閾値電圧の分布を補間するポケットイオン注入のドーズ量が算
出される。すなわち、図１３に示すように、ウェハ外周部のゲート幅がウェハ中央部のゲ
ート幅より狭い場合、図１５に示すように、ウェハ外周部のドーズ量をウェハ中央部のド
ーズ量より増加することにより、図１６に示すように、ウェハ面内における閾値電圧を均
一化することができる。
【００３９】
　次に、上記演算されたドーズ量データがイオン注入装置１５に供給される（Ｓ２６）。
イオン注入装置１５は、供給されたドーズ量のデータに従ってウェハに対するイオン注入
を制御する（Ｓ２７）。このイオン注入装置１５は、イオン注入用のビームをウェハ面内
で走査することでイオン注入を行う。つまり、イオン注入装置１５は、ドーズ量のウェハ
面内の分布データに従って、ビームの走査速度、すなわち、ドーズ量を制御し、各ゲート
に応じたポケットイオン注入を行う。
【００４０】
　図１７は、イオン注入装置１５の第１の例を示すものである。このイオン注入装置は、
平行電極３１に供給される電圧を制御することにより、水平方向に形成した電場でイオン
ビーム３２を水平方向に走査し、ウェハ３３を機械的に垂直方向に移動させる方式である
。このイオン注入装置の場合、供給されたドーズ量データに応じて平行電極３１に供給さ
れる電圧を制御することにより、ウェハ面内に注入されるイオンのドーズ量が制御される
。
【００４１】
　図１８は、イオン注入装置１５の他の例を示すものである。このイオン注入装置は、垂
直方向に配置された走査用電磁石４１に供給される電流を制御することにより発生された
磁場でイオンビーム４２を水平方向に走査し、ウェハ４３を機械的に垂直方向に移動させ
る方式である。このイオン注入装置の場合、供給されたドーズ量データに応じて走査用電
磁石４１に供給される電流を制御することにより、ウェハ面内に注入されるイオンのドー
ズ量が制御される。
【００４２】
　図１９は、四重極レンズ５１を用いて、水平方向にイオンビーム５２のサイズを拡大し
、ウェハ５３を機械的に垂直方向に移動させる方式である。このイオン注入装置の場合、
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供給されたドーズ量データに応じて四重極レンズ５１に供給される電流を制御することに
より、ウェハ面内に注入されるイオンのドーズ量が制御される。
【００４３】
　第２の実施形態によれば、製造ラインにおいて、ウェハ上にゲート電極を形成し、この
形成されたゲート電極のゲート幅を測定して、ウェハ面内におけるゲート幅の分布を求め
、この測定されたゲート幅のデータに基づき、ポケットイオン注入におけるドーズ量を演
算し、この演算されたドーズ量に従って、ウェハ面内にイオンを注入している。このため
、ゲート電極の製造工程において、ウェハ面内において、ゲート幅にばらつきが発生した
場合においても、ポケットイオン注入におけるドーズ量を制御することにより、ウェハ面
内における閾値電圧を均一化することができる。したがって、ウェハから得られる良品チ
ップの割合を増加することができ、歩留まりを向上することができる。
【００４４】
　しかも、ゲート幅の測定、ドーズ量の演算は、ウェハがゲート電極の製造工程からイオ
ン注入工程に搬送される間に並行して行うことができ、ドーズ量の演算結果をイオン注入
装置１５に供給することにより、イオン注入装置１５に搬送されたウェハに対してポケッ
トイオン注入を実施することができる。すなわち、ゲート幅の測定結果から得たドーズ量
の演算結果をポケットイオン注入工程にフィードフォワードすることにより、ウェハ面内
における閾値電圧を均一化することができる。このため、製造時間の増大を防止して歩留
まりを向上できる。
【００４５】
　第２の実施形態は、ゲート幅の測定結果からウェハ面内の閾値電圧を補間すべくイオン
注入のドーズ量データを算出した。しかし、これに限らず、ゲート幅の平均値を算出し、
この平均値に従って、例えば一定のドーズ量を算出し、この算出されたドーズ量に基づき
イオン注入を制御することも可能である。このような構成によっても第２の実施形態と同
様の効果を得ることができる。
【００４６】
　また、図１７、図１８、図１９に示すイオン注入装置を第１の実施形態に適用すること
が可能である。
【００４７】
　また、上記第１、第２の実施形態はトランジスタの閾値電圧の制御について説明したが
、これに限定されるものではなく、半導体装置の抵抗値など電気的な特性のウェハ面内均
一化に適用することが可能である。
【００４８】
　その他、本発明の要旨を変えない範囲で種々変形実施可能なことは勿論である。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】第１の実施形態の動作を示すフローチャート。
【図２】本実施形態が適用される半導体装置の製造システムを示す構成図。
【図３】ゲート長と閾値電圧の関係を示す図。
【図４】ゲート長のウェハ面内の分布例を示す図。
【図５】図４に示すゲート長の分布に対応した予想閾値電圧の分布を示す図。
【図６】図４に示す閾値電圧の分布を補正するためのドーズ量の分布を示す図。
【図７】補正後の閾値電圧分布を示す図。
【図８】ポケットイオン注入時のビーム走査の例を示す図。
【図９】ポケットイオン注入時のビーム走査の例を示す図。
【図１０】ウェハに対するゲート長の分布の他の例を示す図。
【図１１】図１０に示すゲート長の分布の閾値電圧を補正するためのドーズ量の分布を示
す図。
【図１２】第２の実施形態の動作を示すフローチャート。
【図１３】ゲート幅のウェハ面内の分布例を示す図。
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【図１４】図１３に示すゲート長の分布に対応した予想閾値電圧の分布を示す図。
【図１５】図１３に示す閾値電圧の分布を補正するためのドーズ量の分布を示す図。
【図１６】補正後の閾値電圧分布を示す図。
【図１７】イオン注入装置の第１の例を示す構成図。
【図１８】イオン注入装置の第２の例を示す構成図。
【図１９】イオン注入装置の第３の例を示す構成図。
【符号の説明】
【００５０】
　１０…第１の装置群、１５…イオン注入装置、２１…検査装置、２２…測定装置、３４
…データ演算システム、３５…品質管理システム。

【図１】 【図２】
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